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取組方法・取

組実績の概要 

地方圏において有望かつ発展可能性のあるベンチャービジネスの担い手として女性とシ

ニア世代が挙げられている。内発的地域振興の有効な手段とされている起業・創業につい

て、彼らがその役割を演じることができれば、雇用機会の創出や自立的成長への可能性が

大きくなるからである。とりわけ域外に人口が流出し高齢化が進行している地方圏では、

高齢者の経済的不安をどう払拭していくか、どう支援していくかが課題であり、シニア世

代にも起業・創業という選択肢が検討されなければならない時期を迎えている。一方、ロ

ーカルレベルにおいて社会教育を含む広義の生涯教育機会の充実が重要視されているが、

シニア起業家もこの機会創出に大きく関与してきているものと思われる。そこで、本研究

は、教育関連産業におけるシニア労働市場の分析を行い、シニア起業家の動向を調査・分

析し、シニア世代が抱える起業・創業あるいはビジネス支援環境の課題を明らかにした。 

研究成果の 
概要 

以下のような成果が得られた。これらの成果をふまえて今後「アントレプレナーシップ

の地理学」を展開していく。 

①教育関連ビジネスの地域労働市場 

少子高齢化に伴って教育関連産業も収縮してきている。知識集約的産業であるだけに、

特殊な労働市場の性格をもつ。大都市圏では、年少人口の割合が高いために、さらに家庭

教育の限界からくる「教育の外部化」の進展によって、教育関連サービスの規模や多様性

は大きいといえる。しかし、地方圏では、需要側から見た場合、規模は小さく、供給側か

らみても有効な人材プールが形成されにくい。 

②シニア労働市場と起業家行動 

上記の点のうち、シニアおよびローカル市場を見た場合、シニア労働力活用場面は、経

験主義的知識の供与という点で大きな可能性がある。具体的には、教員退職後に学校教育

の補完を行うものであるが、実際には、教育委員会や学校現場による雇用が支配的である。

大都市圏においては、これ以外にも雇用機会があるが、経験を活かすという点では、管理

職ではない保育園での職務などが例として挙げられる。 

③教育という特殊性からくる労働市場特性 

教育関連産業をサービス産業と捉え、市場性を追求するには抵抗がある日本の特殊事情

から、とりわけ学校教育に関するサービス市場は成熟しているわけではない。こういった

背景から、教育現場に精通したシニアが多く存在しているとしても、起業家として教育関

連ビジネスを展開していくことは容易ではなく、事業化が困難な独特な環境ともいえる。 

④地方圏における教育関連ビジネスの成長可能性 

一般的に高齢化率の高い地方圏にあっては、シニア人材プールは量的には豊富であるが、

教育関連サービス需要は、高齢者に特化しているわけではない。この消費市場と労働市場

における需給ギャップの問題が、教育関連ビジネスの成長の可能性を低くしているといえ

る。 
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